20150529-30　時事、共同、ＮＨＫほか

機雷掃海めぐり民主攻勢＝従来見解との整合性追及－安保法制


　安全保障関連法案を審議する２９日の衆院平和安全法制特別委員会で民主党は、現行法に規定される「周辺事態」に関する過去の政府答弁を取り上げ、岸田文雄外相の見解をただした。新たな法案との整合性を追及することで、安倍晋三首相が意欲を示す、集団的自衛権行使による中東・ホルムズ海峡での機雷掃海の「矛盾」を突く戦術だ。民主党は週明けも追及を続ける方針だ。
　「１９９８年の答弁は維持しているのか」。民主党の後藤祐一氏が外相に確認したのは、同年２月の高野紀元・外務省北米局長（当時）が示した見解だ。高野氏は、中東の産油国で軍事衝突が発生して日本経済に大きな影響があっても、軍事的な波及がなければ「周辺事態には該当しない」と明言していた。
　周辺事態法に「わが国の平和及び安全に重要な影響を与える事態」と定められた周辺事態は、新たな法整備で地理的制約のない「重要影響事態」に改められる。中谷元防衛相は２８日の特別委で、集団的自衛権が行使できる「存立危機事態」は概念として重要影響事態に含まれると答弁している。
　民主党は「９８年見解」と中谷氏の答弁が、機雷掃海と両立しないとみている。「９８年見解」が有効ならば、ホルムズ海峡での機雷敷設は日本に軍事的な影響が及ばず、重要影響事態には当たらない。中谷氏の答弁を踏まえれば、存立危機事態にも該当しない。従って、集団的自衛権を行使して機雷掃海を行うことはできないというわけだ。
　これに対して外相は、高野氏の答弁は周辺事態法の提出前だったことを指摘し、「ある国で内乱や内戦が発生し、国際的に拡大した場合」など周辺事態の原因となる事例を示した９９年の見解を「維持している」と答えた。ただ、事態認定に「軍事的な波及」が必要かは明確にしなかった。
　野党側はこれに反発して特別委を退席。２９日は７時間の質疑を予定していたが、約１時間の質疑で散会となった。自民党の佐藤勉国対委員長は外相を「誠実に答えた」と擁護したが、野党側は６月１日の質疑で政府が明快な答弁をしなければさらに攻勢を強める方針だ。（時事2015/05/29-18:21）2015/05/29-18:21

衆院特別委、野党退席で散会＝「周辺事態」めぐり紛糾




衆院平和安全法制特別委員会で、岸田文雄外相（中央）に話しかける与党理事の江渡聡徳前防衛相（右奥）。外相の答弁をめぐり委員会は紛糾し、野党が退席した＝２９日午前、国会内

　衆院平和安全法制特別委員会は２９日、現行の周辺事態法が定める「周辺事態」の適用対象をめぐり、岸田文雄外相の答弁を不服として野党３党の委員が退席したため、審議が中断した。与党は審議再開を申し入れたが野党は応じず、特別委は予定していた残りの質疑を行わないまま散会した。
　午前の質疑で民主党の後藤祐一氏は、１９９８年の衆院予算委員会で当時の外務省局長が、日本経済に大きな影響があっても軍事的な波及がない中東での紛争は「周辺事態に該当しない」と答弁したことを取り上げ、「現在もこの答弁は維持されているか」とただした。
　これに対し、外相は「当時は周辺事態法案が提出される前だった。国会審議を受けて示した政府見解は現在も維持されている」などと明言を避けた。後藤氏は同じ質問を繰り返したが、明確な答弁がないため、これ以上質問できないとして民主党が退席。維新、共産両党も同調した。　
　特別委で審議中の安全保障関連法案のうち重要影響事態法案は、周辺事態法を改正し、地理的概念を除いた「重要影響事態」を新たに設定するもの。民主党は９８年の局長答弁が現在も有効なら、重要影響事態などの適用対象も制限される可能性があるとみている。
　約１時間２０分の中断の後、浜田靖一委員長はいったん休憩を宣言。午後１時に委員会を再開したが、野党が退席したまま、すぐに散会した。（時事2015/05/29-13:34）

安保法案、外相答弁めぐり紛糾　野党退席、特別委は散会
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　答弁をめぐって野党議員が退席した衆院平和安全法制特別委で、岸田外相の周囲に集まる与党議員ら＝２９日午前

　衆院平和安全法制特別委員会は２９日午前、岸田文雄外相の答弁をめぐって紛糾し、野党各党が退席したため開始から約１時間で質疑が中断した。午後１時すぎ、質疑が再開されないまま散会。２７日に始まったばかりの委員会審議は、安倍晋三首相のやじに野党が強く反発したのに続く衝突で、対決色が一段と強まった。

　野党が問題視したのは、民主党の後藤祐一氏への岸田氏の答弁。後藤氏は１９９８年に外務省局長が答弁した「軍事的波及が日本にない場合は周辺事態に該当しないとする答弁は現在も維持しているか」と尋ねた。

　岸田氏は直接答えず「９９年に政府統一見解が示され維持している」と答えた。

 2015/05/29 13:52  【共同通信】

衆院特別委 外相答弁不十分と野党退席

ＮＨＫ　5月29日 12時22分

　安全保障関連法案を審議している衆議院の特別委員会で、野党側は、日本の平和と安全に重要な影響を与える周辺事態を巡る岸田外務大臣の答弁が不十分だとして、委員会を途中で退席し、その後の質疑が再開されないまま、委員会は散会しました。

　安全保障関連法案を審議している衆議院の特別委員会は、２９日も午前９時から７時間の予定で法案の審議を始めました。この中で民主党の後藤政策調査会副会長は、日本の平和と安全に重要な影響を与える周辺事態を巡って、「平成１０年２月２６日に当時の外務省の局長が『軍事的な波及のない事態は周辺事態に該当しない』という答弁をしているが、この答弁は現在も維持されているのか」とただしました。
　これに対し、岸田外務大臣は、「当時の議事録を見ると、さまざまなやり取りが行われている。はっきりした政府見解はどうなのかという議論があった。さまざまな議論のやり取りを整理するために平成１１年の『政府統一見解』が示され、それを今日まで維持している」と述べました。
　ただ民主党、維新の党、共産党は、岸田大臣が、平成１０年の答弁が維持されているかを明確に答えておらず不十分だとして納得せず、午前１０時すぎに委員会を途中で退席しました。これを受けて与野党の理事が断続的に協議しましたが、結局、その後の質疑が再開されないまま、２９日の委員会は午後１時すぎに散会しました。

朝日新聞デジタル　2015年5月29日13時32分

安保法案めぐる外相答弁に反発　野党側委員ら退席

　安全保障関連１１法案を審議する衆院特別委員会は２９日、日本の防衛のために活動する米軍などを支援する「重要影響事態法案」（周辺事態法改正案）をめぐり、政府側の答弁に野党側が反発。民主、維新、共産の各党委員が退席し、審議が一時止まった。

　政府は、従来の周辺事態法から「周辺事態」という事実上の地理的制約を取り除き、米軍やそれ以外の他国軍を地球規模で後方支援できるよう、法律の内容を変更。これに伴い、重要影響事態をどう判断するかが焦点となっていた。

　民主党の後藤祐一氏が、中東の産油国で軍事的衝突が起き、日本経済には影響があるが、軍事的な波及がない場合には「周辺事態には該当しない」とする１９９８年の外務省局長答弁が今も維持されているかどうかを質問。だが、岸田文雄外相が直接答えていないとして、後藤氏が同じ質問を繰り返した。野党側は岸田氏の答弁が不十分だとして退席。委員会の理事間で調整が続いた。

　後藤氏は審議の冒頭、２８日の特別委で安倍晋三首相が「早く質問しろよ」とヤジを飛ばしたことに言及。「首相は反省が足りない。まともな審議に応じられない状態だ」と批判した。

周辺事態をめぐる過去の質疑

　２９日の衆院特別委員会で民主党が取り上げた、１９９８年２月２６日の衆院予算委員会での周辺事態に関する質疑の要旨は次の通り。
　岡田克也氏（現民主党代表）　周辺事態の定義は。
　高野紀元・外務省北米局長（当時）　軍事的観点を含め、わが国の平和と安全に重要な影響を与える事態だ。例えば湾岸、中東等で起きている事態について、日本の平和と安全に重要な影響を与えるかという観点から言えば、そういうことが基本的に生じることは想定し得ない。
　岡田氏　例えば中東の、わが国が非常に依存度の高い産油国で何らかの軍事的な衝突が起きた。日本の経済安全保障には非常に大きな影響を及ぼす。しかし、軍事的な波及は日本にはない。こういう場合も適用されるのか。
　高野氏　周辺事態には該当しない。（時事2015/05/29-11:42）

機雷掃海　定まらぬ前提　防衛相「国民に死者なくても」

東京新聞　2015年5月29日 07時00分

　安全保障関連法案に関する衆院特別委員会で二十八日、戦時の機雷掃海をめぐり、安倍政権内の見解の不一致が浮き彫りになった。中谷元・防衛相は中東・ホルムズ海峡が機雷で封鎖され、日本へのエネルギー供給が途絶えた場合、国内で死者が出るほど影響が大きくなくても、他国を武力で守る集団的自衛権に基づき機雷を取り除くことは可能だとの考えを示した。法案提出前の与党協議で座長を務めた自民党の高村正彦副総裁は機雷掃海の前提となる状況として「寒冷地で凍死者が続出」を例示しており、海外派兵の基準のあいまいさを印象づけた。

　戦時の機雷掃海は、ばらまいた国への反撃となり、国際法上の武力行使にあたる。日本を標的にしているのが明確でない限り、集団的自衛権を行使しなければ取り除くことはできない。

　中谷氏は特別委で、どの程度の経済的な影響が出れば戦時の機雷掃海を実施できるかに関し「国民の生死にかかわるような深刻、重大な影響が出る場合だが、必ずしも死者が出ることを必要としない」と説明。凍死者が続出するほどでない経済的な影響でも、集団的自衛権の行使が可能になる「存立危機事態」に認定する可能性に言及した。

　安倍晋三首相はこれまでの審議で、生活物資の不足や電力供給の停滞を例示。自民党の稲田朋美政調会長は「凍死者や餓死者」が出る事態を想定している。

　見解に違いが生じるのは法案が定める集団的自衛権行使の要件があいまいで、解釈の幅が大きいためだ。

　首相は二十八日の特別委で他国領域で武力を行使する海外派兵は自衛のための必要最小限度を超え、認められないとする一方、機雷掃海は「受動的、限定的な武力行使」として例外だと重ねて主張。これに対し、民主党の辻元清美氏は、米軍は機雷掃海を能動的な武力行使に位置付けており、例外にはならないと追及した。

　政府によると、日本に輸入される原油の八割が中東・ホルムズ海峡を通過する。海峡のほとんどはオマーン、イランの領海にあたり、機雷掃海を実施すれば他国領域での武力行使になる。

◆判断基準を持たぬ政府　柳沢協二氏　元内閣官房副長官補

　安倍晋三首相がこだわる中東のホルムズ海峡で機雷掃海を行う基準について、中谷元・防衛相は「どれくらいの被害を想定しているのか。死者が続出する状況か」と問われ、「必ずしも死者が出ることを必要としない」と答弁した。首相は「総合的に判断する」と言う。

　死者が一人も出なくても、集団的自衛権が行使できる「存立危機事態」と言えるのか。武力攻撃を受けたときと同じ損害というのに、一人も死なないというのは同等の被害じゃない。

　国民が一番知りたいのは、政府が総合的に判断する基準が何かだ。それについて何も答えていない。要するに政府は基準を持っていない、答えられないのだと思う。「その時になったら政府が判断する」というのが唯一の答えのようだ。

　端的にホルムズ海峡に機雷がまかれれば、まいた国が日本に届くミサイルを撃ってくるというなら分かりやすいがイランは日本に届くミサイルを持っていない。中東の国で日本に届くミサイルを持っている国はない。

　首相は「それ以外はなかなか念頭にない」と言う。具体例としてそれしかないのであれば、そこを徹底的に議論すべきだが政府自身が他国への攻撃で日本の存立を脅かされることがあると思っているのかさえ、疑わしい。

　首相は二十七日の答弁で、私が指摘した自衛隊の後方支援に関するある新聞でのコメントを「柳沢さんは間違っている。なぜ初歩的なことを分からずにべらべらしゃべっているのか」と批判した。「べらべら」などと言うのはご不快だからだろう。

　私は事実上起こる軍事的常識を指摘しただけだが武力行使を拡大させる法案を出し、実際にその重い決断をする首相自身がこのような感情的な言葉を使ってしまうことに不安を感じる。

早く質問しろよ！　首相、辻元氏にヤジ　審議中断

東京新聞　2015年5月29日 朝刊

 　安倍晋三首相は二十八日の安全保障関連法案に関する衆院特別委員会で、民主党の辻元清美氏に「早く質問しろよ」とやじを飛ばし、審議を中断させた。首相が命令口調で野党議員にやじを飛ばすのは極めて異例。質疑再開後に謝罪したが、野党は納得しなかった。　（安藤恭子）

　審議で、辻元氏が中東・ホルムズ海峡での機雷掃海を取り上げ「機雷掃海に行くことで、日本がテロに狙われることにつながりかねない」と、自衛隊による機雷掃海が軍事作戦とみなされ、テロを誘発する恐れを指摘していると、首相はいら立ったように「早く質問しろよ」と声を上げ、議場が騒然となった。その後、首相は「辻元議員が延々と自説を述べて、私に質問しないから、早く質問したらどうだと言った」と理由を説明。「言葉が過ぎたとすれば、おわび申し上げたい」と謝罪した。

　辻元氏は終了後、記者団に「がくぜんとした。国民の命の問題を質問していたさなかの発言で、怒りというより、一国の首相として悲しくなった」と語った。

　首相は二十七日の審議では、答弁の長さを野党から批判された。二十八日の審議では、浜田靖一委員長（自民）から「国民に分かりやすい簡潔な答弁を」と注意され、簡潔な答弁に「留意する」と述べた。

　首相は二月の衆院予算委員会で、日教組についてのやじを批判され「日教組は補助金をもらっていて、日本教育会館から献金をもらっている議員が民主党にいる」と答弁。その後、正確性を欠く発言だったとして訂正したことがある。
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安保、労働法制で共闘＝民・社党首

　民主党の岡田克也代表と社民党の吉田忠智党首は２９日、参院議員会館で会談し、安全保障関連法案や労働者派遣法改正案などの成立阻止に向けて共闘していくことで一致した。岡田氏の代表就任後、両党党首の会談は初めて。岡田氏が「重要な局面だから連携していこう」と呼び掛け、吉田氏も「廃案に向けて協力しよう」と応じた。　
　両氏はまた、来年夏の参院選に向け協力を模索していくことも確認した。吉田氏は全野党の党首会談開催を提案したが、岡田氏は「もう少し様子を見たい」と述べたという。（2015/05/29-18:22）

高村氏、安倍首相やじに苦言

　自民党の高村正彦副総裁は２９日、ＴＢＳの番組収録で、安倍晋三首相が衆院平和安全法制特別委員会で「早く質問しろよ」とやじを飛ばしたことについて、「勇み足だ。首相たるもの言わない方がよかった」と苦言を呈した。谷垣禎一幹事長も同日の記者会見で「（野党の）挑発に乗らないようにしてほしい」と求めた。（時事2015/05/29-18:41）

衆院特別委 首相のやじで対応を協議

ＮＨＫ　5月29日 12時22分

　安全保障関連法案を審議している衆議院の特別委員会の理事会が開かれ、安倍総理大臣が２８日、民主党議員との質疑中に「早く質問しろよ」などと自席でやじを飛ばしたことを受けて、野党側が安倍総理大臣の謝罪を求め、与野党で引き続き協議することになりました。

　安倍総理大臣は、安全保障関連法案を審議している衆議院の特別委員会で２８日、民主党の辻元政策調査会長代理と質疑を行っている最中に「早く質問しろよ」などと自席でやじを飛ばし、その後、「ことばが少し強かったとすれば、それはおわび申し上げたい」と述べました。
　これに関連して、２９日に開かれた特別委員会の理事会で、野党側は「安倍総理大臣の委員会での謝罪は不十分で、謝罪になっていない」と批判しました。そして安倍総理大臣に出席を求めて法案の審議を行う来週１日の委員会で、安倍総理大臣本人が謝罪するよう要求しました。これに対し与党側は「持ち帰って検討したい」として、引き続き与野党で協議することになりました。

朝日新聞デジタル　2015年5月29日23時40分

首相、「早く質問しろよ」ヤジで謝罪へ　６月１日に

　安倍晋三首相が安全保障関連法案を審議する２８日の衆院特別委員会で、民主党の辻元清美氏に「早く質問しろよ」とヤジを飛ばした問題で、首相が来月１日の特別委で謝罪することになった。

　２９日の自民党、民主党、維新の党の特別委理事による協議で、民主が首相の謝罪を要求し、自民が受け入れた。謝罪の文言については１日の特別委の前に３党間で改めて協議し、民主がその内容を受け入れるかどうかを決める。

　首相のヤジについて、民主の岡田克也代表は２９日の会見で「国民から見て一国の総理がどういう風に映っているか心配になる。ぜひ忍耐をもってやって頂きたい」と述べた。

　自民の高村正彦副総裁は同日の民放番組の収録で「勇み足だ。首相たるもの言わない方がよかった」と苦言を呈した。一方、自民の谷垣禎一幹事長は同日の記者会見で「しっかり質疑をしていくのが本来だ。挑発上手な方もいるので、挑発に乗らないようにやってほしい」と語った。

朝日新聞デジタル　2015年5月29日20時28分

首相のヤジ「国民にどう映るか心配」民主・岡田代表

■民主党・岡田克也代表

　（安倍首相の国会でのヤジについて）どうされたのかと思う。いらだちが言葉になったということだが、一国の総理だから、耐えるべきは耐え、国民に説明する場でもあるので、そういうことに専念されたらどうか。私は副総理として野田（佳彦）総理を横で見ていたが、耐えに耐えていたと思う。あのときの野党・自民党は（ヤジが）すごかった。一部、民主党もすごい人がいたが、その中で野田総理は耐えに耐えて消費税を通すために答弁していたことをよく思い出す。国民から見て一国の総理大臣がどういう風に映っているか心配になる。ぜひ忍耐を持ってやっていただきたい。（党本部の会見）

朝日新聞デジタル　市川美亜子　2015年5月29日07時12分

辻元氏、久々の「ソーリ節」　首相、いらだち隠さぬ一言


安保法制の衆院特別委で、質問に立つ民主党の辻元清美氏＝２８日午前１１時４７分、飯塚晋一撮影







　「ソーリ、ちょっと待って。中谷大臣に聞いてるんですから」

　安保法案の特別委員会は２８日で実質審議の２日目。国会に、久々に「ソーリ節」が響いた。２００１年、小泉純一郎首相に集団的自衛権の認識をただして「ソーリ」と連呼した辻元清美・衆院議員が、民主の委員として質問に立った。

　「ダイジン、自分の言葉でしゃべってください」「ダイジンにお聞きしているんですよ」。中谷防衛相に答弁を求めては、安倍首相が手を挙げて発言しようとし、辻元氏が「ダメ」と制する図式が続いていた。ささくれ立つ議場。

　更に、機雷掃海を発端にテロにまきこまれる恐れもあるのでは、と辻元氏が話している途中、いらだちを隠さぬ一言が出た。「早く質問しろよ」

　辻元氏は、あきれ顔で安倍首相をにらんだ。「ご自身の答弁は延々とされてきたんじゃないですか。そうでしょう」

　安倍首相はこの日の朝、答弁は簡潔にすると誓ったばかり。野党の抗議を受け、早口でわびると席についた。（市川美亜子）

朝日新聞デジタル　2015年5月29日12時24分

安保議論「総理が答えるのが一番いい」　公明・井上氏

■井上義久・公明党幹事長

　（安保法制の審議は）今日で委員会３日目だが、昨日、おとといの議論の中でかなり論点が明確になってきたと思っている。与党、野党、政府も含めて国民の皆さんによく理解していただけるような議論の展開をお願いしたい。最高責任者の総理がお出になっているんですから、私は総理がお答えになるのが一番いいと。それが、ある意味、国民の側からみるとごく当たり前ではないかと思う。どういう形で国民に伝わっていくのかを十分に意識した議論をお願いしたい。ただ、（安倍首相の「早く質問しろよ」というやじは）不用意な発言なのかなあとは思う。（記者会見で）

安倍政権「あと３年は続く」＝高村自民副総裁

　自民党の高村正彦副総裁は２９日、ＴＢＳの番組収録で、安倍政権について「どんなに短くてもあと３年はやるんじゃないか」と述べ、今秋の党総裁選で安倍晋三首相が再選され、再選後の総裁任期の２０１８年までは続く可能性が高いとの見方を示した。　（時事2015/05/29-19:09）

「日本は軍国主義」増加＝６割近く「軍事的脅威」－日韓世論調査

　日本の民間団体「言論ＮＰＯ」と韓国の民間シンクタンク「東アジア研究院」は２９日、日韓共同世論調査の結果を公表し、日本の社会・政治体制について「軍国主義」と答えた韓国人が５６．９％と昨年の５３．１％を上回った。安倍政権が進める安全保障政策への警戒感を反映したとみられる。日本を「覇権主義」と答えた韓国人も３４．３％と昨年の２６．８％から増加した。
　調査は２０１３年から毎年行っており、今年で３回目。両国のそれぞれ約１０００人を対象に４～５月に実施した。
　韓国では「軍事的脅威を感じる国・地域」は北朝鮮（８３．４％）が最も多い。それに続くのが日本の５８．１％。昨年の４６．３％から大幅に増え、中国（３６．８％）を引き離した。また、３７．８％が「日韓間で軍事紛争が起きる」と予想している。
　相手国に対する印象を「良くない」と答えた日本人は５２．４％で昨年に続き５割を超えた。韓国人は７２．５％で、７割が否定的な印象を持っており、感情悪化に歯止めがかかっていない。　
　日本人が韓国に良くない印象を持つ理由は「歴史問題などで日本を批判し続けるから」が７４．６％で最多。韓国人は「韓国を侵略した歴史を正しく反省していないから」が７４．０％だった。
　ただ、日本人の６７．８％、韓国人の６７．２％が、関係悪化が続く現状を「望ましくない」「問題であり改善すべきだ」と認識している。両国民とも８割以上が日韓首脳会談が必要だと答えたが、「急ぐ必要はない」が日本では４３．５％、韓国では６９．９％とそれぞれ最多だった。（時事）（2015/05/29-18:23）

日韓世論調査 国民感情改善進まず

ＮＨＫ　5月29日 18時44分

　日本と韓国の民間団体による共同世論調査で、相手国の印象について、「良くない」と答えた人は、歴史認識を巡る双方の立場の隔たりを背景に、日本側で５割、韓国側で７割を超え、国民感情の改善が進んでいないという結果が出ました。

　この世論調査は、日本の民間団体「言論ＮＰＯ」と韓国のシンクタンク「東アジア研究院」が、日韓における相手国の印象などについておととしから調べているもので、ことしは先月から今月にかけて双方でおよそ１０００人ずつが回答しました。
　それによりますと、相手国の印象について、「良くない」「どちらかといえば良くない」と答えた人は、日本側で５２．４％で、去年と比べて２ポイント減りましたが、依然、５割を超えています。また、韓国側では７２．５％で、去年と比べて１．６ポイント増え、双方の国民感情の改善が進んでいません。
よくない印象の理由として最も多かったのは、日本側は「歴史問題などで日本を批判し続けるから」、韓国側は「韓国を侵略した歴史を正しく反省していないから」で、歴史認識を巡る立場の隔たりが印象を悪化させています。
一方で、「相手国へ行きたいか」という問いでは、「行きたい」と答えた人は、日本側で４０．７％、韓国側では５９．２％で、いずれも去年とほぼ変わらず、とりわけ韓国側では、歴史認識を巡る反発はあっても訪日したい人の多さが目立っています。
　今回の調査結果について、言論ＮＰＯの工藤泰志代表は「韓国には日本に魅力を感じている人たちがいるので、日韓関係改善の可能性を感じる。ただ、日本で韓国は『民族主義』だと、一方、韓国では日本が『軍国主義』だという認識が大きく膨らんでいて懸念される」と話しています。

マイナンバーで医療情報も管理 政府が方針決定

ＮＨＫ　5月29日 18時21分
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　政府は、産業競争力会議の会合で、日本に住む一人一人に番号を割りふる、いわゆるマイナンバー制度で交付される個人番号カードに、診察結果や処方薬といった医療情報などを結びつけて管理する新たな仕組みを、２０２０年までに導入する方針を決めました。さらに安倍総理大臣は、マイナンバー制度の利用範囲を戸籍やパスポートの管理、証券分野などへの拡大を目指す考えを示しました。

　政府は、産業競争力会議の課題別会合を総理大臣官邸で開き、安倍総理大臣や甘利経済再生担当大臣らが出席して、日本に住む一人一人に番号を割りふる「共通番号制度」、いわゆるマイナンバー制度の活用策などについて意見を交わしました。
　この中では、医療や介護サービスの質、患者の利便性の向上に向けて、来年１月のマイナンバー制度の運用開始に伴って交付される個人番号カードに、診察結果や処方薬といった医療情報などを結びつけて管理する新たな仕組みを２０２０年までに導入する方針を決めました。
　また、個人番号カードを２０１７年７月以降、できるだけ早く健康保険証としても使えるようにするとともに、大規模な病院における電子カルテの普及率を２０２０年度までに９０％まで引き上げる目標も決めました。
　これを受けて、安倍総理大臣は、来年からの５年間を「集中改革期間」とし、こうした施策の実行に向けた準備を速やかに進めるよう関係閣僚に指示したほか、「マイナンバーを活用し、その利用範囲を今後、戸籍やパスポート、証券分野までの拡大を目指して一気に電子化を進める」と述べました。政府は、こうした内容を、来月末に策定する新たな成長戦略に盛り込む方針です。
　甘利経済再生担当大臣は会合のあとの記者会見で、「電子カルテなどの情報を通じて医療革新が行われることが期待される。患者の利便性の向上や新たな関連産業の創造、それに社会保障費の削減と合わせて一石四鳥の効果が得られるのではないか」と述べました。

選挙権引き下げ改正案で参考人質疑

ＮＨＫ　5月29日 13時41分

　衆議院の特別委員会で、選挙権が得られる年齢を１８歳以上に引き下げる公職選挙法の改正案の参考人質疑が行われ、参考人からは、若者に対する主権者教育の充実が不可欠だという指摘や、選挙に立候補できる「被選挙権年齢」の引き下げも検討すべきだといった意見が出されました。

　この中で、公明党が推薦した「一般社団法人リビジョン」代表理事の斎木陽平氏は、「若者への主権者教育を一層推進していくことが、１０代の投票率を高めるためにも非常に重要になると思う。１８歳選挙権だけを成立させて大丈夫と思わずに、主権者教育の拡充というところまでお願いしたい」と述べました。
　自民党が推薦した政治解説者の篠原文也氏は、「公共の精神をどうやって子どもの頃から持ってもらうかが主権者教育の肝ではないか。高校から主権者教育をやるのでは遅く、小学校や中学校からだんだん慣らしていく流れを作ることが必要だ」と指摘しました。
　民主党と維新の党が推薦した中央大学特任准教授の高橋亮平氏は、「若者の政治に関する意識を高めていくためには、同世代の候補者を増やしていくことも非常に大きな要素になる。被選挙権年齢の引き下げについても検討を始めていただきたい」と述べました。
　共産党が推薦した「明日の自由を守る若手弁護士の会」事務局長で弁護士の早田由布子氏は、「改正案では、１８歳と１９歳の選挙違反行為のうち、連座制が適用される犯罪は原則として検察官送致を行うと提案されている。少年に対する教育の視点を全く欠き、少年法の趣旨にもとる」と述べました。

2015/05/29-19:09

自民が合区併用検討へ＝公明と調整、難航も－参院選改革

　参院選挙区の「１票の格差」是正策を話し合う選挙制度改革検討会は２９日、各党の意見が集約できないまま議論を打ち切った。全党協議は成案を得ることなく決裂し、今後はそれぞれが改革案を国会提出する方向となった。自民党は、これまで掲げてきた選挙区定数の「６増６減」に隣接選挙区を統合する合区を組み合わせる案を検討し、公明党の理解を得たい考え。ただ、同党の主張と自民党との溝は深く、結果は見通せない。
　検討会を主宰する山崎正昭参院議長は、検討会後の記者会見で「一つの区切りを付けたい」と協議打ち切りを宣言。その上で「（各党は）速やかに委員会や本会議に議論の舞台を移し、結論を出していただきたい」と述べた。
　新たな制度を導入する場合、約１年間の周知期間が必要とされ、来月中に法改正できなければ、来年夏の参院選は現行制度となる可能性もある。こうした事態を避けるため、自民党は来週にも公明党との協議に入り、合意案づくりを急ぐ。
　参院で自民党は過半数を持っておらず、改革案を成立させるには公明党の協力が不可欠。このため、最大格差が４．３１倍にとどまる６増６減にこだわらず、若干の合区の併用でさらに格差を圧縮する方向で調整する。
　ただ、公明党は２１日の検討会で合区を容認する意向を表明しているが、「格差２倍以内」とするようくぎを刺している。合区の対象を少しでも減らしたい自民党との落差は大きく、公明党幹部は２９日、与党協議について「難しいと思う。自民党とあまりにも隔たりがある」と指摘した。
　ただ、自公が折り合わない場合、自民党や民主党などが提出した独自案がいずれも反対多数で否決され、制度見直しができない事態になりかねない。
　一方、民主党は格差１．８９倍に収める合区案を軸に、公明党を含む他党と調整を進める方針。民主党の郡司彰参院議員会長は同党案の修正にも柔軟に応じていく考えを記者団に示した。（2015/05/29-19:28）

参院選改革、議論打ち切り＝個別協議に移行－与野党

　参院選挙区の「１票の格差」是正策を話し合う選挙制度改革検討会は２９日の会合で、全党による協議では進展が望めないとして議論を打ち切り、今後は政党間の個別協議で合意案の取りまとめを目指す方針を決めた。ただ、定数是正を主張する自民党と、隣接選挙区を統合する「合区」を唱える民主党などの歩み寄りは難しく、公職選挙法改正案が複数提出される事態も予想される。
　検討会を主宰する山崎正昭参院議長は会合後に記者会見し、「各党の意見の隔たりが大き過ぎる。検討会に一つの区切りを付けたい」と表明。「検討会で成案を得られなかったのは大変遺憾だ」と述べた。　
　自民党は２１日の前回会合で選挙区定数を６増６減する案を示したが、民主、公明両党は格差２倍以内の合区が必要と主張し、議論は一致を見なかった。維新の党など他党が山崎議長にあっせん案の提示を求めたものの、議長は拒否した。
　与野党は、最大格差が４．７７倍の２０１３年参院選を違憲状態とした最高裁判決を受け、１６年参院選から新制度を適用するため、検討会での取りまとめを目指していた。（2015/05/29-13:10）

参院 選挙制度改革検討会が休止

ＮＨＫ　5月29日 14時44分
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　参議院の選挙制度改革を話し合う各会派の代表者らによる検討会が開かれ、山崎参議院議長は、各会派の意見の隔たりが大きいとして検討会を休止し、改革案の取りまとめを各会派の個別の協議に委ねる考えを示しました。これを受けて最大会派の自民党は、公明党との与党協議を優先させる方針です。

　参議院の各会派は、最高裁判所が５年前の選挙とおととしの選挙のいずれも１票の格差を違憲状態としたことを受けて、代表者らによる検討会を設けて選挙制度改革の議論を続けてきました。
　２９日開かれた検討会で、自民党は「都道府県単位の選挙区を極力維持したい」という考えを改めて示しました。これに対し民主党などからは、「抜本改革を行うためにも２つの県を１つの選挙区にする合区を行うべきだ」といった意見が出され、まとまりませんでした。これを受けて山崎参議院議長は、「各会派の意見の隔たりは大きく、取りまとめは難しい」と述べ、検討会を休止し、改革案の取りまとめを各会派の個別の協議に委ねる考えを示しました。
　このあと山崎議長は記者会見で、「検討会で成案を得ることができなかったのは遺憾だ。次の参議院選挙が来年に迫っており、速やかに各会派で結論が出ることを期待している」と述べました。
　自民党の溝手参議院議員会長は記者団に対し、公明党との与党協議を優先させる方針を示しつつ、「できるだけ早く結論を出したいが、来月２４日の国会の会期末までに結論を出すのは無理だと思う」と述べました。
　一方、民主党の郡司参議院議員会長は記者団に対し、「具体的な提案がないまま検討会を閉じてしまったことは残念だ。政党としての責任があるので、どのように対応するか党内で話し合っていきたい」と述べ、与党協議の行方も見ながら対応を検討する考えを示しました。

「年金引き下げは違憲」と一斉提訴

ＮＨＫ　5月29日 16時40分
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年金の支給額がおととしから段階的に引き下げられたことに対し、年金受給者１５００人余りが、「健康で文化的な最低限度の生活を保障した憲法に違反する」と主張して、引き下げの取り消しを求める訴えを全国の裁判所に起こしました。

全国１３の裁判所で提訴したのは年金を受給している１５４９人で、このうち東京地方裁判所には５００人余りが訴えを起こしました。
年金の支給額は、景気に配慮して平成１２年度から３年間据え置いた特例措置を解消しようと、おととし１０月以降、段階的に引き下げられました。これについて原告側は、「高齢者の多くは年金以外に収入を得る手段がない。支給額の引き下げは健康で文化的な最低限度の生活を保障した憲法に違反する」と主張して、引き下げの取り消しを求めています。
提訴後に会見した東京・世田谷区の７３歳の女性は、「支給額が引き下げられた一方で、消費税率は８％に上がり、食費を切り詰めて生活しています」と訴えていました。
弁護団によりますと、今後も各地で同様の訴えを起こす予定で、最終的な原告の数は４５の都道府県で３０００人規模になる見通しだということです。訴えについて厚生労働省年金局は、「訴状の内容を確認できていないため、コメントできない」としています。

朝日新聞デジタル　ホノルル＝泗水康信　2015年5月29日21時14分

翁長氏「沖縄、平和の緩衝地帯に」　ハワイで講演


話し終えた翁長雄志・沖縄県知事のもとに多くの人が駆け寄った＝２８日、米ハワイ州、泗水康信撮影




　訪米中の翁長雄志・沖縄県知事は２８日（日本時間２９日）、ハワイ州のハワイ沖縄センターで、沖縄にルーツを持つ住民らを前に講演した。過重な基地負担を挙げ、「沖縄の誇りや尊厳を子や孫に伝え、平和の緩衝地帯でありたい」と語りかけた。

　県によると、１８９９～１９４０年、約２万人の移民が沖縄からハワイに渡った。現在、沖縄系の住民は約５万人いるという。この日は「ハワイ沖縄連合会」のメンバーら約２００人が講演を聞いた。

　翁長氏は、太平洋戦争末期の沖縄戦でハワイの日系人部隊が投降を呼びかけて多くの県民が救われたことや、終戦直後に沖縄系移民が沖縄に豚を送ったエピソードなどを紹介。「移民のみなさんの精神でいま沖縄は大きく羽ばたこうとしている」と語った。

　翁長氏はその上で、米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）の同県名護市

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/辺野古.html"辺野古への移設計画に触れ、「日本国民全体で安全保障は考え、負担してもらいたい。辺野古に基地ができて、これからも（基地負担が）続くとなると、沖縄は日本にとって何なんだろうという疑問が強くなる」と訴えた。（ホノルル＝泗水康信）

